
○倉敷市都市景観条例等施行規則 

平成２１年１０月５日 

規則第８２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）及び倉敷市

都市景観条例（平成２１年倉敷市条例第４０号。以下「条例」という。）の施行に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（行為の届出） 

第３条 法第１６条第１項の規定による届出は、所定の景観計画区域内行為届出書により行う

ものとし、次に掲げる行為に応じ、当該各号に定める図書を添えて、正副各１部提出するも

のとする。 

（１） 法第１６条第１項第１号又は第２号に規定する行為 

ア 当該行為に係る建築物又は工作物の各階の平面図（以下「平面図」という。）で縮尺

１００分の１以上のもの 

イ 当該行為に係る建築物又は工作物の２面以上の断面図（以下「断面図」という。）で

縮尺１００分の１以上のもの 

ウ 当該行為に付随して行う敷地内の外構工事において、当該外構の位置及び形態意匠並

びに植栽に係る樹種を表示した外構図（以下「外構図」という。）で縮尺１００分の１

以上のもの 

エ イメージパース等による視覚的な表現方法により景観変化を示した図（以下「景観シ

ミュレーション図」という。） 

オ その他市長が必要と認める図書 

（２） 条例第２４条第１項第１号に規定する行為 

ア 当該行為に係る敷地の位置及び当該敷地の周辺の状況を表示する図面（以下「付近見

取図」という。）で縮尺２，５００分の１以上のもの 

イ 当該行為に係る敷地及び当該敷地の周辺の状況を示す写真（以下「現況写真」という。） 

ウ 当該行為前の敷地の状況を表示する図面（以下「現況図」という。）で縮尺１，００



０分の１以上のもの 

エ 当該行為の計画内容を表示する図面（以下「計画図」という。）で縮尺１，０００分

の１以上のもの 

オ 当該行為の前後における土地の状況を表示する縦横断面図（以下「土地の縦横断面図」

という。）で縮尺１，０００分の１以上のもの 

カ 景観シミュレーション図 

キ その他市長が必要と認める図書 

（３） 条例第２４条第１項第２号に規定する行為 

ア 当該行為に係る付近見取図で縮尺２，５００分の１以上のもの 

イ 当該行為に係る現況写真 

ウ 当該行為前の現況図で縮尺１，０００分の１以上のもの 

エ 当該行為を行う位置を表示した図面（以下「配置図」という。）に当該行為に係る物

件の高さを記入したもので、縮尺２００分の１以上のもの 

オ 景観シミュレーション図 

カ その他市長が必要と認める図書 

２ 法第１６条第２項の規定による変更の届出をしようとする者は、所定の景観計画区域内行

為変更届出書に前項各号に掲げる図書のうち当該変更に係るものを添えて、正副各１部提出

するものとする。 

３ 法第１６条第５項の規定による通知をしようとする者は、所定の景観計画区域内行為通知

書に第１項各号に掲げる図書を添えて、１部提出するものとする。 

４ 法第１６条第１項若しくは第２項に規定する届出又は同条第５項に規定する通知を代理人

によって行わせるときは、当該代理人に委任することを証する書類（以下「委任状」という。）

を添付しなければならない。 

５ 市長は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出がについて、その届出に係る行為

の内容が、条例第１７条第１項の規定により定めた景観計画における当該行為についての制

限に適合すると認めるときは、所定の適合通知書により通知するものとする。 

（勧告及び命令） 

第４条 法第１６条第３項の規定による勧告は、所定の勧告書により行うものとする。 

２ 法第１７条第１項の規定による命令は、所定の命令書により行うものとする。 



３ 法第１７条第５項の規定による命令は、所定の命令書により行うものとする。 

（行為の着手制限） 

第５条 法第１７条第４項の規定により行為の着手の制限の期間を延長するときは、所定の行

為着手制限期間延長通知書により通知するものとする。 

（身分を示す証明書） 

第６条 法第１７条第８項の規定による身分を示す証明書は、所定の身分証明書とする。 

（景観重要建造物又は景観重要樹木の指定の提案） 

第７条 法第２０条第１項又は第２項の規定による提案は、所定の景観重要建造物指定提案書

に景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号。以下「省令」という。）第７条第

１項各号に掲げる図書を添えて、１部提出するものとする。 

２ 法第２０条第３項の規定による通知は、所定の指定提案不採用通知書により行うものとす

る。 

（景観重要建造物の指定等） 

第８条 法第２１条第１項の規定による通知は、所定の景観重要建造物指定通知書により行う

ものとする。 

２ 法第２１条第２項の規定により規則で定める標識には、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

（１） 指定番号及び指定の年月日 

（２） 景観重要建造物の名称 

（３） 指定の理由となった外観の特徴 

３ 前項の標識の設置場所については、当該景観重要建造物の所有者と協議をした上で決定す

るものとする。 

（景観重要建造物の現状変更の許可の申請等） 

第９条 法第２２条第１項の規定による許可を受けようとする者は、所定の景観重要建造物現

状変更行為許可申請書に省令第９条第２項各号に掲げる図書を添えて、正副各１部提出する

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体が法第２２条第１項に規定する行為

をしようとするときは、所定の景観重要建造物現状変更行為協議書に省令第９条第２項各号

に掲げる図書を添えて、正副各１部提出するものとする。 



３ 市長は、法第２２条第１項の規定による許可をしたときは、所定の景観重要建造物現状変

更行為許可書により、当該申請をした者に通知するものとする。 

（景観重要建造物の指定の解除） 

第１０条 法第２７条第３項において準用する法第２１条第１項の規定による通知は、所定の

景観重要建造物指定解除通知書により行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の提案） 

第１１条 法第２９条第１項又は第２項の規定による提案は、所定の景観重要樹木指定提案書

に省令第１２条第１項各号に掲げる図書を添えて、１部提出するものとする。 

２ 法第２９条第３項の規定による通知は、所定の指定提案不採用通知書により行うものとす

る。 

（景観重要樹木の指定等） 

第１２条 法第３０条第１項の規定による通知は、所定の景観重要樹木指定通知書により行う

ものとする。 

２ 法第３０条第２項の規定により規則で定める標識には、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

（１） 指定番号及び指定の年月日 

（２） 景観重要樹木の樹種 

（３） 指定の理由となった樹容（樹木の姿をいう。）の特徴 

３ 前項の標識の設置場所については、当該景観重要樹木の所有者と協議をした上で決定する

ものとする。 

（景観重要樹木の現状変更の許可の申請等） 

第１３条 法第３１条第１項の規定による許可を受けようとする者は、所定の景観重要樹木現

状変更行為許可申請書に省令第１４条第２項各号に掲げる図書を添えて、正副各１部提出す

るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体が法第３１条第１項に規定する行為

をしようとするときは、所定の景観重要樹木現状変更行為協議書に省令第１４条第２項各号

に掲げる図書を添えて、正副各１部提出するものとする。 

３ 市長は、法第３１条第１項の規定による許可をしたときは、所定の景観重要樹木現状変更

行為許可書により、当該申請をした者に通知するものとする。 



（景観重要樹木の指定の解除） 

第１４条 法第３５条第３項において準用する法第３０条第１項の規定による通知は、所定の

景観重要樹木指定解除通知書により行うものとする。 

（管理協定の認可） 

第１５条 法第３６条第３項の規定による認可を受けようとするときは、所定の管理協定認可

申請書に管理協定案を添えて、正副各１部提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその適否を決定し、所定の管理

協定認可（不認可）通知書により、当該申請をした者に通知するものとする。 

（管理協定に対する意見書の提出） 

第１６条 法第３７条第２項の規定による意見書を提出しようとする者は、所定の管理協定に

関する意見書を市長に１部提出するものとする。 

（所有者の変更等の届出） 

第１７条 法第４３条に規定する届出は、所定の所有者変更届に当該景観重要建造物又は景観

重要樹木の所有者が変更したことを証する書類を添えて、１部提出するものとする。 

（応急仮設建築物又は応急仮設工作物） 

第１８条 法第７７条第３項の規定による許可を受けようとする者は、所定の応急仮設建築

物・工作物設置期間延長申請書に次に掲げる書類を添えて、正副各１部提出するものとする。 

（１） 付近見取図で縮尺２，５００分の１以上のもの 

（２） 現況写真 

（３） 当該応急仮設建築物又は応急仮設工作物の概要が分かる図面で縮尺２００分の１以

上のもの 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその適否を決定し、所定の応急

仮設建築物・工作物設置期間延長認可（不認可）通知書により、当該申請をした者に通知す

るものとする。 

（景観協定） 

第１９条 法第８１条第４項の規定による認可を受けようとする者は、所定の景観協定認可申

請書に同条第１項に規定する土地所有者等の全員の合意を得たことを証する書類及び当該景

観協定案を添えて、正副各１部提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその適否を決定し、所定の景観



協定認可（不認可）通知書により、当該申請をした者に通知するものとする。 

（景観協定に対する意見書の提出） 

第２０条 法第８２条第２項の規定による意見書を提出しようとする者は、所定の景観協定に

関する意見書を１部提出するものとする。 

（景観協定の変更） 

第２１条 法第８４条第１項の規定による景観協定の変更に係る認可を受けようとする者は、

所定の景観協定変更認可申請書に当該変更に係る事項について法第８１条第１項に規定する

土地所有者等の全員の合意を得たことを証する書類及び変更後の景観協定案を添えて、正副

各１部提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその適否を決定し、所定の景観

協定変更認可（不認可）通知書により、当該申請をした者に通知するものとする。 

（景観協定区域からの除外） 

第２２条 法第８５条第３項の規定による届出をしようとする者は、所定の景観協定区域除外

届に景観協定区域から除外されることを証する書類を添えて、１部提出するものとする。 

（景観協定への加入） 

第２３条 法第８７条第１項の規定により景観協定に加わろうとするときは、所定の景観協定

加入届に届出を行う者が加わろうとする土地に係る法第８１条第１項に規定する土地所有者

等であることを証する書類及び当該土地が当該景観協定区域内にあることを証する書類を添

えて、１部提出するものとする。 

２ 法第８７条第２項の規定により景観協定に加わろうとするときは、所定の景観協定加入届

に加わろうとする区域内の土地に係る法第８１条第１項に規定する土地所有者等の全員の合

意を得たことを証する書類及び当該区域内の土地が景観協定区域隣接地であることを証する

書類を添えて、１部提出するものとする。 

（景観協定の廃止） 

第２４条 法第８８条第１項の規定により景観協定を廃止しようとする者は、所定の景観協定

廃止認可申請書に廃止しようとする景観協定区域内の土地所有者等の過半数以上の合意を得

たことを証する書類を添えて、１部提出するものとする。 

（景観整備機構の指定） 

第２５条 法第９２条第１項の規定により景観整備機構の指定を受けようとする者は、所定の



景観整備機構指定申請書に次に掲げるものを添えて、正副各１部提出するものとする。 

（１） 一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活動促進法（平成１０年法律第

７号）第２条第２項の特定非営利活動法人であることを証する登記簿謄本 

（２） 前号に掲げる法人に係る定款 

（３） 景観整備機構として行う業務内容を示したもの 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに、その適否を決定し、所定の景

観整備機構指定（不指定）通知書により、当該申請をした者に通知するものとする。 

３ 法第９２条第３項の規定により景観整備機構の名称、住所又は事務所の所在地を変更しよ

うとするときは、所定の景観整備機構変更届を１部提出するものとする。 

（景観整備機構の指定の取消し） 

第２６条 法第９５条第３項の規定により法第９２条第１項の規定による景観整備機構の指定

を取り消すときは、所定の景観整備機構指定取消通知書により、当該景観整備機構の代表者

に通知するものとする。 

（提案手続） 

第２７条 条例第１８条第２項に規定する規則に定める法第１１条第１項又は第２項の規定に

よる提案の手続は、所定の景観計画変更提案書及び景観計画の変更の素案（以下「計画素案」

という。）に次に掲げる図書を添えて、市長に正副各１部提出するものとする。 

（１） 計画素案を提案する者（以下「提案者」という。）が、法第１１条第１項の土地所

有者等である場合にあっては、計画素案に係る区域内の土地所有者等であることを証する

登記簿謄本及び当該登記簿謄本に記載されている所在及び地番が記載されている公図の写

し 

（２） 提案者が法第１１条第２項に規定する特定非営利活動法人又は一般社団法人若しく

は一般財団法人である場合にあっては、法人であることを証する登記簿謄本及び定款 

（３） 計画素案に係る区域が分かる公図の写し 

（４） 計画素案に係る区域内の全ての土地及び建物の登記簿謄本 

（５） 土地所有者等の同意を証する所定の書類 

（６） 土地所有者等への説明に関する所定の書類 

（７） 計画素案の概要を記した所定の書類 

（８） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めるもの 



２ 市長は、前項の景観計画変更提案書を受け付けたときは、関係課及び関係機関の意見を踏

まえた上で、計画素案の採用又は不採用を決定するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による採用又は不採用の判断をするときは、あらかじめ、条例第７条

第１項の倉敷市都市景観審議会（以下「景観審議会」という。）の意見を聴かなければなら

ない。 

（計画素案の要件） 

第２８条 前条第１項の計画素案は、次に掲げる要件をすべて満たすものでなければならない。 

（１） 計画素案の内容が景観計画に即していること。 

（２） 計画素案に係る区域が、０．５ヘクタール以上の一団の土地であること。ただし、

条例第１８条第１項各号に掲げる区域については、０．１ヘクタール以上の一団の土地で

あること。 

（３） 計画素案の対象となる土地（国又は地方公共団体の所有している土地で公共施設の

用に供されているものを除く。）の区域内の土地所有者等の３分の２以上の同意（同意し

た者が所有するその区域内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっている

その区域内の土地の地積の合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的となってい

る土地の総地積との合計の３分の２以上となる場合に限る。）を得ていること。 

２ 提案者は、計画素案を提出した後にその内容の一部又は全部を変更しようとするときは、

原則として当該計画素案の取下げを行い、再度、計画素案を提出するものとする。ただし、

土地所有者等の同意内容等に影響を与えない軽微な変更はこの限りでない。 

３ 提案者は、次条第２項又は法第１４条第２項の規定による通知がされるまでは、当該計画

素案を所定の取下げ書により取り下げることができるものとする。 

（提案を採用する場合の手続） 

第２９条 市長は、計画素案の採用を決定したときは、当該計画素案の趣旨を踏まえ、景観計

画の変更案（以下「行政案」という。）を作成するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により行政案を策定したときは、速やかに提案者に所定の通知書によ

り当該行政案を通知するものとする。 

（提案を採用しない場合の手続） 

第３０条 法第１４条第１項の規定による通知は、所定の通知書によるものとする。 

（提案者による意見陳述） 



第３１条 市長は、法第９条第８項の規定により準用する同条第２項又は法第１４条第２項の

規定により都市計画審議会の意見を聴取するときは、事前に提案者に所定の通知書により都

市計画審議会の開催の通知をするものとする。 

２ 提案者は、前項の規定による通知があったときは、市長に所定の意見陳述申立書を提出し、

提案者のうちから代表者１名が都市計画審議会において意見陳述することを申し出ることが

できるものとする。 

（事前相談等） 

第３２条 提案者は、市長に所定の事前相談書を提出し、計画素案の内容について事前相談を

するよう努めるものとする。 

２ 市長は、前項の事前相談書が提出されたときは、提案者に当該計画素案の内容について、

助言及び指導をすることができる。 

３ 市長は、前項の助言及び指導をするときは、あらかじめ、景観審議会の意見を聴くことが

できるものとする。 

４ 市長は、提案者に当該計画素案の内容について、関係課及び関係機関と事前相談をするよ

う求めることができるものとする。 

５ 提案者は、当該計画素案の内容について、土地所有者等、周辺住民等へ十分な説明を行い、

理解を得るよう努めなければならない。 

（届出及び勧告等の適用除外） 

第３３条 条例第２５条第４号に規定する規則に定める行為は、次に掲げるものとする。 

（１） 岡山県自然保護条例（昭和４６年岡山県条例第６３号）第１２条第１項各号に掲げ

る行為（同項第１号から第３号まで又は第５号から第７号までに掲げる行為で森林法（昭

和２６年法律第２４９号）第２５条第１項若しくは第２項若しくは同法第２５条の２第１

項若しくは第２項の規定により指定された保安林の区域内又は同法第４１条の規定により

指定された保安施設地区内（以下「保安林等の区域内」という。）において同法第３４条

第２項（同法第４４条において準用する場合を含む。）の許可を受けた者が行うものを除

く。） 

（２） 岡山県自然保護条例第１４条第１項各号に掲げる行為（同項第１号から第３号まで

に掲げる行為で保安林等の区域内において森林法第３４条第２項本文の規定に該当するも

のを除く。） 



（事前協議） 

第３４条 条例第２９条第１項の規定による事前協議をする者は、所定の事前協議書に別表第

１に掲げる図書を添えて、正副各１部提出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、別表第１に掲げる図書のうち、添付の必要がないと認

めるものについては、これを省略させることができるものとする。 

３ 条例第２９条第１項の規定による事前協議を代理人によって行わせるときは、委任状を添

付しなければならない。 

４ 市長は、第１項の事前協議書が提出されたときは、当該行為の内容について速やかに協議

を行い、その結果を所定の事前協議回答書により、当該提出をした者に回答するものとする。 

（近隣周知報告書等） 

第３５条 条例第２９条の２の規定による報告は、所定の近隣周知報告書によるものとする。 

２ 条例第２９条の２の規定による行為の場所の周辺に居住する者その他関係者からの意見の

提出は、所定の意見書によるものとし、条例第２９条第１項の規定により事前協議をする者

は、当該意見書を前項の近隣周知報告書に添付するものとする。 

（行為完了の届出） 

第３６条 条例第３１条の２第１項の規定による届出は、所定の行為完了届に別表第２に掲げ

る図書を添えて、正副各１部提出するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、別表第２に掲げる図書のうち、添付の必要がないと認

めるものについては、これを省略させることができるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による届出があった場合は、当該届出に係る行為が、景観計画にお

ける当該行為についての制限及び法第１６条第１項若しくは第２項の規定による届出又は同

条第５項の規定による通知の内容に適合すると認めるときは、完了確認書を交付するものと

し、適合しないと認めるときは、その理由を記載した違反通告書を交付するものとする。 

（認定申請） 

第３７条 条例第３５条第２項の規定により、景観まちづくり市民団体の認定の申請をしよう

とする者は、所定の景観まちづくり市民団体認定申請書に次に掲げる書類を添えて、１部提

出するものとする。 

（１） 規約 

（２） 代表者又は構成員の住所又は氏名を記載した書類 



（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項第１号の規約には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 名称 

（２） 目的及び活動の内容 

（３） 事務所の所在地 

（４） 役員の定数、任期、職務の分担及び選任に関する事項 

（５） 構成員に関する事項 

（６） 会議に関する事項 

（７） 会計に関する事項 

（認定通知） 

第３８条 市長は、前条第１項の申請があったときは、速やかにその適否を決定し、所定の景

観まちづくり市民団体認定（不認定）通知書により、当該申請をした者に通知するものとす

る。 

（変更の届出） 

第３９条 条例第３５条第４項に規定する規約その他の事項とは、第３７条第１項各号に掲げ

る事項とする。 

２ 条例第３５条第４項の規定による届出をしようとする者は、所定の景観まちづくり市民団

体変更届に変更した内容が確認できる書類を添えて、１部提出するものとする。 

（認定の取消し） 

第４０条 市長は、条例第３５条第５項の規定により、景観まちづくり市民団体の認定を取り

消すときは、所定の景観まちづくり市民団体認定取消通知書により、当該景観まちづくり市

民団体の代表者に通知するものとする。 

（支援措置） 

第４１条 条例第３６条第２項に規定する支援とは、専門家の派遣とする。 

２ 前項に規定する支援を申請しようとする者は、所定の専門家派遣申請書を１部提出するも

のとする。 

３ 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその適否を決定し、所定の専門家派遣（不

派遣）通知書により、当該申請をした者に通知するものとする。 

（その他） 



第４２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２２年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２３日規則第３４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（関係規則の一部改正） 

２ 倉敷市長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行細則（平成２１年倉敷市規則第６８号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第６号イ中「受理通知書」を「適合通知書」に改める。 

別表第１（第３４条関係） 

行為の種類 添付すべき図書 

種類 縮尺 

法第１６条第１

項第１号又は第

２号に規定する

行為 

当該行為に係る付近見取図 ２，５００分の１以上 

当該行為に係る現況写真   

当該行為に係る配置図 １００分の１以上 

当該行為に係る建築物又は工作物に彩色を施した２

面以上の立面図 

５０分の１以上 

当該行為に係る平面図 １００分の１以上 

当該行為に係る断面図 １００分の１以上 

当該行為に付随して行う敷地内の外構工事における

外構図 

１００分の１以上 

景観シミュレーション図   

近隣周知報告書（景観計画に定める高さの誘導基準

を超える建築物の新築、改築、増築又は移転である

場合に限る。） 

 

その他市長が必要と認める図書   

条例第２４条第当該行為に係る付近見取図 ２，５００分の１以上 



１項第１号に規

定する行為 

当該行為に係る現況写真   

当該行為前の現況図 １，０００分の１以上 

当該行為に係る計画図 １，０００分の１以上 

当該行為の前後における土地の縦横断面図 １，０００分の１以上 

景観シミュレーション図   

その他市長が必要と認める図書   

条例第２４条第

１項第２号に規

定する行為 

当該行為に係る付近見取図 ２，５００分の１以上 

当該行為に係る現況写真   

当該行為前の現況図 １，０００分の１以上 

当該行為に係る配置図 ２００分の１以上 

景観シミュレーション図   

その他市長が必要と認める図書   

別表第２（第３６条関係） 

添付すべき図書 

種類 縮尺 

当該行為に係る付近見取図 ２，５００分の１以上 

当該行為に係る完成写真  

当該行為に係る配置図 １００分の１以上 

当該行為に係る建築物又は工作物に彩色を施した２

面以上の立面図 

５０分の１以上 

当該行為に付随して行う敷地内の外構工事における

外構図 

１００分の１以上 

その他市長が必要と認める図書  

 


